
 
平成２９年４月７日 

近 畿 総 合 通 信 局 
 

平成２９年度 近畿総合通信局  重点施策 
 

スローガン： 明日の関西 暮らしを広げるＩＣＴ 

 

 

近畿総合通信局 （局長：関 啓一郎（せき けいいちろう））は、平成２９年度

に重点的に取り組む施策を策定しましたので、公表いたします。 

 

近畿総合通信局では、“明日の関西 暮らしを広げるＩＣＴ”をスローガンに掲げ、

平成２９年度は次の４項目を柱とする重点施策（別紙）に取り組んでいきます。 

 

１ 地域活性化に向けたＩＣＴ利活用の加速 

ＩｏＴ社会実装等ＩＣＴの利活用を加速することにより、地域経済の活性化

に繋げるとともに、多言語音声翻訳システムの普及や放送コンテンツの海外展

開の促進によるインバウンド拡大への貢献、競争的資金の活用による技術発

掘・人材育成及びＩＣＴベンチャーへの支援に取り組みます。 

 

２ 災害に強いＩＣＴ基盤の整備 

    地域において高度で多様な情報伝達手段を確保し、災害時における国民の生

命・財産の確保に必要な情報の提供を確実に行うため、災害に強い情報通信イ

ンフラの整備を促進するとともに、災害発生時に備えた自治体等への支援活動

に取り組みます。 

 

３ 安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備 

急速に利用が進むスマートフォンやインターネットを誰もが安心・安全に利

用できるよう関係機関等と連携し、電気通信サービスの消費者トラブル解決の

支援等を行うとともに、安心・安全な電波利用に関する周知・啓発活動を行う

など、安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備に取り組みます。 

 

４ 電波の有効利用の促進 

 地域における電波利用ニーズへの対応や新たな無線システムの普及促進を図

るとともに、私たちの快適で安心・安全な社会生活を支えるため、関係機関と

連携して良好な電波利用環境の保護・維持に努めます。 

 

 

                連絡先 

近畿総合通信局 企画広報室 中田、藤原 

電 話：０６－６９４２－８５８３ 
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１ 地域活性化に向けたＩＣＴ利活用の加速 

 

［施策の概要］ 

ＩｏＴ社会実装等ＩＣＴの利活用を加速することにより、地域経済の活性化に

繋げるとともに、多言語音声翻訳システムの普及や放送コンテンツの海外展開の

促進によるインバウンド拡大への貢献、競争的資金の活用による技術発掘・人材

育成及びＩＣＴベンチャーへの支援に取り組みます。 

 

(1) ＩｏＴ社会実装による地域経済の活性化 

地方でも都会と同じように働くことができる環境を実現する「ふるさとテレワ

ーク」の推進、ＩｏＴを活用した先進的な地域情報化事例の横展開を図るととも

に、医療・介護・健康分野の実証事業やオープンデータの取組に対する支援、地

域コンテンツの流通を促進します。 

    

[取組の具体的内容] 

○ ふるさとテレワークの推進、ＩＣＴ利活用の優良事例の横展開、クラウド

型ＥＨＲ高度化実証事業を支援 

○ 地域経済団体等と連携したオープンデータの取組への支援 

○ 映像製作研修会・コンテストの開催等、地域コンテンツの流通促進 

 

(2) ＩＣＴ利活用によるインバウンド拡大への貢献 

産学官連携による多言語音声翻訳システムの社会実装を推進するとともに、日

本の魅力を海外に発信する放送コンテンツの流通を促進することにより、関西に

おけるインバウンド誘客を支援します。 

 

[取組の具体的内容] 

○ 多言語音声翻訳によるインバウンド誘客への支援 

○ 放送コンテンツの海外展開への支援 

 

(3) ＩＣＴ分野における新規ビジネス創出への支援 

競争的資金による研究開発を通じた中小企業の技術発掘・人材育成や研究成果

の社会実装を促進するとともに、地域に雇用と活力を生み出すＩＣＴベンチャー

を支援します。 

別 紙 

明日の関西 暮らしを広げるＩＣＴ 
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  [取組の具体的内容] 

○ ＩＣＴベンチャー等の支援 

○ 競争的資金（ＳＣＯＰＥ)による研究開発機関への支援 

 

 

 

２ 災害に強いＩＣＴ基盤の整備 

 

［施策の概要］ 

地域において高度で多様な情報伝達手段を確保し、災害時における国民の生

命・財産の確保に必要な情報の提供を確実に行うため、災害に強い情報通信イン

フラの整備を促進するとともに、災害発生時に備えた体制強化・支援活動に取り

組みます。 

 

(1) ＩＣＴ基盤の高度化の推進 

地域における迅速かつ多様な情報伝達を可能とするため、ＬアラートやＧ空間

防災システムの優良事例の横展開やＷｉ－Ｆｉ環境の整備を支援します。また、

ケーブルテレビの光ファイバ化による耐災害性の向上を支援するととともに、４

Ｋ・８Ｋ放送の普及を促進します。 

 

[取組の具体的内容] 

○ 安心安全な情報通信基盤整備を支援 

○ ４Ｋ・８Ｋ放送の普及のためのケーブルテレビ光化 

 

(2) ＩＣＴ基盤の強靭化の推進 

災害に強い情報提供手段を確保するため、防災情報伝達手段として重要な市町

村の防災行政無線のデジタル化の促進、中波放送の災害対策のため中継局整備や

ケーブルテレビの幹線２ルート化等を支援します。 

 

[取組の具体的内容] 

○ 防災行政無線のデジタル化による高度化及び普及促進 

○ 放送ネットワーク強靭化の推進 

 

(3) 災害発生時に備えた体制強化の支援 

災害発生時に備えた体制を強化するため、漁業無線を活用した非常通信訓練の

実施、自治体に対する災害対策用の移動通信機器・移動電源車の貸与、防災体制

に関するコンサルテーションを実施します。 

 

[取組の具体的内容] 

○ 漁業無線を活用した非常時等における通信確保の促進 

○ 自治体等における防災・減災の取組支援 
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３ 安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備 
 

 

［施策の概要］ 

急速に利用が進むスマートフォンやインターネットを誰もが安心・安全に利用

できるよう関係機関等と連携し、電気通信サービスの消費者トラブル解決の支援

等を行うとともに、安心・安全な電波利用に関する周知・啓発活動を行うなど、

安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備に取り組みます。 

 

(1) ＩＣＴ利用環境における消費者保護の取組 

インターネットの安心・安全な利用環境整備に向けて、自治体関係者等と連携

して情報の共有化・周知啓発活動を強化します。また、電気通信サービスの消費

者トラブルの円滑な解決を図るため、関係団体等との連携を確保しつつ、情報提

供・情報共有を行います。 

 

[取組の具体的内容] 

○ 青少年を中心とするインターネットリテラシーの向上 

○ 近畿電気通信消費者支援連絡会による情報共有の促進 

○ 地域の消費者関係機関との連携強化等 

 

(2) 電波の安全性に関する取組 

広く一般の方を対象に電波の安全性に関する正しい情報の周知・啓発を行いま

す。また、医療関係者に対して安心・安全な電波利用のための情報提供を行うと

ともに、自治体・医療関係団体等と連携して、医療機関内における電波管理の専

門人材育成等を行います。 

 

[取組の具体的内容] 

○ 医療機関における安心・安全な電波利用のための情報提供及び支援 

○ 電波の安全性に関する周知・啓発 

 

 

 

４ 電波の有効利用の促進 

 

 

［施策の概要］ 

地域における電波利用ニーズへの対応や新たな無線システムの普及促進を図る

とともに、私たちの快適で安心・安全な社会生活を支えるため、関係機関と連携

して良好な電波利用環境の保護・維持に努めます。 

 

(1) 地域における電波の有効利用の促進 

地域発の電波利用を促進するため、特定実験試験局の利用拡大や調査研究案件

の発掘を行うとともに、既存の電波利用システムの適切な周波数再編成等に取り
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組みます。また、小型船舶のより安全な航行を実現する船舶共通通信システム等

の普及促進、携帯電話の不感地域解消など地域における電波利用を促進します。 

 

[取組の具体的内容] 

○ 地域における電波利用ニーズの発掘とその実現に向けた取組 

○ 携帯電話エリア外地域の解消の促進 

○ 小型船舶の安全向上に係るシステムの普及促進 

○ ７００／９００ＭＨｚ帯の周波数再編 

 

(2) 重要無線通信妨害等の排除 

私たちの安心・安全を支える放送、警察、消防、鉄道等の重要無線通信に対す

る妨害の発生に対して、直ちに対応できるよう常に即応体制の維持・強化に努め

ます。 

また、申告等に基づく電波を監査して不法・違法無線局に対処するとともに、

捜査関係機関と協力して不法無線局の共同取締りを実施するなど、良好な電波利

用環境の維持に努めます。 

 

[取組の具体的内容] 

○ 重要無線通信妨害発生時の即応体制の強化 

○ 不法無線局の共同取締りの実施 

○ 不法・違法無線局対策の強化 

 

(3) 電波利用環境の保護 

良好な電波利用環境の保護・維持を図るため、あらゆる機会を通じて電波利用 

ルールの周知・啓発や電波法違反の未然防止に努めます。 

 

[取組の具体的内容] 

○ 電波適正利用推進員活動の拡大及び同活動の円滑な推進に向けた取組の強

化 

○ 無線設備試買テストの測定結果に基づく製造・販売業者等への要請 

 


